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０ 多面的機能とは

洪水を防ぐ機能

土砂崩れを防ぐ機能

土の流出を防ぐ機能

農村の景観を保全する機能

文化を継承する機能

暑さをやわらげる機能

体験学習と教育の機能

川の流れを安定させる機能

生き物のすみかになる機能

癒しや安らぎを
もたらす機能

地下水をつくる機能

農水省HPから引用

１

「国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、良好な景観の形成、文化の
伝承等農村で農業生産活動が行われることにより生ずる食料その他の農産物
の供給の機能以外の多面にわたる機能」（食料・農業・農村基本法第４条）



１ 農業農村
多面的機能支払事業の概要

日本型直接支払制度
① 多面的機能支払（農業農村多面的機能支払事業）

農地､農業用水等の保全･管理のための共同活動を支援

農地維持支払

資源向上支払

③ 環境保全型農業直接支払

② 中山間地域等直接支払

２



農業農村多面的機能支払事業の経緯
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・農地・水保全管理支払
▼共同活動支援交付金
▼向上活動支援交付金

・環境保全型農業
直接支援対策

▼環境保全型農業直接支払交付金
▼先進的営農活動支援交付金

・多面的機能支払
（農業農村多面的機能支払事業）

▼農地維持支払交付金
▼資源向上支払交付金

・環境保全型農業直接支払
▼環境保全型農業直接支払交付金

農業の有する
多面的機能の
発揮の促進に
関する法律

日本型直接支払制度

３



取組面積と交付金額の推移
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H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

取組面積 32,368 33,047 33,199 33,230 33,464 33,524 33,919 34,015 33,679 34,208 33,660

交付金額 1,869 1,934 1,946 1,754 1,927 1,911 1,919 1,890 1,891 1,894 1,910

取組面積

（ha）

交付金額

（百万円）

４



２ 令和６年度の
農地維持支払の取組

１）地域資源の基礎的な保全活動

２）地域資源の適切な保全管理のための推進活動

５

点検・計画策定

施設の点検 年度活動計画の策定

実践活動(例)

農地法面の草刈り

ため池の草刈り 農道の路面維持

水路の泥上げ

組織運営に関する研修

研修（例）

作業安全に関する研修

農村の構造変化に対応した
保全管理の目標の設定

保全管理の内容
や方向の設定

推進活動
の実践

地域資源保全管理
構想の策定



令和６年度の農地維持支払の実施状況

６



60%以上

50～60%未満

40～50%未満

30～40%未満

20～30%未満

10～20%未満

10%未満

未実施

７

R6実績

－凡例－

カバー率



令和６年度の活動組織の構成

８

農業関係 その他

農事組合法人、
営農組合等

自治会、子供会、
土地改良区等

19,918 13,508 767 1,526

個人（人） 団体

農業者 非農業者



１）地域資源の基礎的な保全活動
農地維持支払により保全管理する施設

９



２）地域資源の適切な保全管理のための推進活動

１０

取組状況（R6年度）
項目 取組組織数

農業者による検討会の開催 285

農業者に意向調査、農業者現地調査 32

不在地主との連絡体制の整備 19

地域住民等との意見交換会 71

地域住民等に意向調査 9

研修会、検討会の開催 3

その他 7



３ 令和６年度の
資源向上支払の取組

３）組織の広域化・体制強化

２）施設の⾧寿命化のための活動

１）地域資源の質的向上を図る共同活動

１１



資源向上支払

１）地域資源の質的向上を図る共同活動
取組状況

１２



１）地域資源の質的向上を図る共同活動
①施設の軽微な補修

②農村環境保全活動

１３

水路のひび割れ補修

機能診断

施設の機能診断

実践活動(例)

補修等に関する研修

研修(例)計画策定

年度計画の策定 農道の部分補修

外来種の駆除水質調査地域住民との交流活動年度計画の策定 グリーンベルトの設置

計画策定 啓発・普及(例) 実践活動(例)

③多面的機能の増進を図る活動



②農村環境保全活動 対象:342組織

(複数回答可)

１４

１）地域資源の質的向上を図る共同活動



②農村環境保全活動
テーマ「景観形成･生活環境保全」内訳

(複数回答可)

１５

対象:334組織

１）地域資源の質的向上を図る共同活動



テーマ「生態系保全」内訳 (複数回答可)

１６

対象:129組織

②農村環境保全活動

１）地域資源の質的向上を図る共同活動



１）地域資源の質的向上を図る共同活動
③多面的機能の増進を図る活動

１７

○ 地域の創意工夫に基づく下記の活動
○ 増進活動に取り組めない地区については、交付単価に５／６を乗じる。

a：遊休農地の有効活用

地域内外からの営農者の確保、地域
住民による活用、企業と連携した特産
物の作付等、遊休農地の有効活用のた
めの活動

b：鳥獣被害防止対策及び環境改善活動の強化

鳥獣被害防止のための対策施設の設置や
鳥獣緩衝帯の整備・保全管理、農地周りの
藪等の伐採、農地への侵入竹等の防止等、
農地利用や地域環境の改善のための活動

c：地域住民による直営施工

農業者・地域住民が直接参加した施設の
補修や環境保全施設の設置、そのための
技術習得等、地域住民が参加した直営施工
による活動

d：防災・減災力の強化

水田やため池の雨水貯留機能の活用、危険
ため池の管理体制の整備・強化、災害時に
おける応急体制の整備等、地域が一体となっ
た防災・減災力の強化活動

e：農村環境保全活動の幅広い展開

農地等の環境資源としての役割を活かし
た、景観の形成、生態系の保全・再生等、
農村環境の良好な保全に向けた幅広い活動

f  : やすらぎ・福祉及び教育機能の活用

地域の医療・福祉施設等との連携を強化
する活動や、地域内外の法人、専門家等と
連携した、地域資源の有するやすらぎや教
育の場としての機能増進を図る活動

g：農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化

農村特有の景観や文化を形成してきた伝統的な農業技術、農業に由来する
行事の継承等、文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化に資する活動

田んぼダム装置

鳥獣緩衝帯

生態系調査 福祉施設利用者による
植栽活動

フジバカマ園として活用

伝統行事「棒の手」

直営施工

h：広報活動・農村関係人口

の拡大



対象:223組織

１８

１）地域資源の質的向上を図る共同活動
③多面的機能の増進を図る活動

(複数回答可)



１）地域資源の質的向上を図る共同活動
加算措置①
ａ）多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援

（Ｒ１～）

多面的機能の増進を図る活動に取り組む組織が、
新たに１活動項目以上追加する場合に加算

１９

＜具体例＞



１）地域資源の質的向上を図る共同活動

加算措置②
ｂ）水田の貯留機能の強化（田んぼダム）を推進する

活動への支援（Ｒ３～）

市町村が定める水田貯留機能強化計画に基づいて
「水田貯留機能増進」または「防災・減災力の強化」
として田んぼタムに取り組む組織で、共同活動の
交付を受ける田面積全体のうち５割以上において
田んぼダムに取り組む場合に加算

２０



加算措置の適用状況

１）地域資源の質的向上を図る共同活動

２１

対象
組織

活用
組織

活用率
対象
組織

活用
組織

活用率

ａ）更なる増進 342 43 12.6% 336 38 11.3%

b）田んぼダム 342 0 0% 336 0 0%

(参考)全組織数

加算項目
R6年度 R5年度

390 402



資源向上支払
２）施設の⾧寿命化のための活動
活動例

取組状況

２２

取組 対象農用地面積

うち広域 市町村 田 畑 草地

活動組織 数 ha ha ha ha

230 17 32 23,666 15,620 8,037 9

224 17 32 23,392 15,654 7,729 9

6 0 0 274

取組組織数

R6

R5

増減 R6－R5



２）施設の⾧寿命化のための活動
取組状況（施設数量）

２３

対象施設 R6実施施設
水路

（km）
農道

（km）
ため池

（箇所）
水路

（km）
農道

（km）
ため池

（箇所）
1,352.7 74.7 70 31.2 3.0 11

尾張地域 3.9 0.0 0 0.6 0.0 0
一宮地域 56.1 0.0 0 0.2 0.0 0
海部地域 50.0 1.7 0 2.9 0.3 0
知多地域 26.9 2.6 13 4.8 0.3 4
西三河地域 40.7 2.8 4 3.6 0.1 0
西尾幡豆地域 162.1 0.0 0 1.0 0.0 0
豊田加茂地域 26.0 25.5 4 2.3 1.8 0
新城設楽地域 115.2 39.0 0 0.9 0.3 0
東三河地域 872.0 3.1 49 15.1 0.3 7

愛知県  



資源向上支払

３）組織の広域化・体制強化

広域化・体制強化を図る組織に対する支援

１組織（愛西市１０組織→１組織）

※本加算措置は、令和６年４月より廃止。（経過措置あり）

２４



対象:５カ年の活動期間のうち、４年目の組織を基本に実施

計４６組織が評価を実施

４ 令和６年度の活動組織の
自己評価・市町村評価

２５

自 己 評 価:活動の実施状況や成果、活動による地域の変化等を評価
市町村評価:自己評価の結果を踏まえて、自己評価を実施した組織を評価し、

必要に応じて指導・助言を行う



活動組織の自己評価
活動の効果、活動による地域の変化等 (複数回答可)

対象:46組織

２６



活動組織の自己評価
増進活動による活動の効果、活動による地域の変化等

２７

対象:29組織

(複数回答可)



市町村の評価① 地域に現れている変化
(複数回答可)

対象:46組織

２８



市町村の評価②
推進活動の評価

２９


